
【Ａ】 

〔問 1〕について 

まずは、定款に、社員が死亡した場合の持分の承継に

関する定めがないかどうか確認してください。 
① 定款に定めがない場合 
合同会社の社員は死亡によって退社し、その地位は、

原則として、相続人へ承継されないため、遺産分割協議

の対象とはなりません（会社法 607①三）。あなたが社員

になりたいのであれば、今回の相続とは関係なく、定款

の定めに従って入社の手続をする必要があります。 
② 定款に定めがある場合 
定款に「死亡した社員の相続人がその社員の持分を承

継する」旨の定め（以下「別段の定め」）がある場合には、

相続人にその地位が承継されます（会社法 608①）。しか

し、この場合も遺言がないということですので、仮に定

款に別段の定めがあったとしても、共同相続人であるお

母様とあなたとが相続分に応じてその地位を承継するこ

ととなり、遺産分割協議によって、あなたのみを社員に

するということはできないと考えられます（青山修『持

分会社の登記実務〔補訂版〕』（民事法研究会）121・122
頁）。いったんお母様も社員となった上で、お母様は任意

退社又は持分譲渡をする必要があると考えられます。 

〔問 2〕について 
社員が死亡した場合の地位の承継に関して定款に別段

の定めがない場合には、その社員の出資持分は「払戻請

求権」として評価します（会社法 611①）。 
また、定款に別段の定めがあり、相続人が持分を承継

する場合には、「出資」として、取引相場のない株式の評

価方法に準じて評価します（財基通 178～193、194）。 
 

【解説】 
(1) 合同会社の社員とは 
合同会社は、1 又は 2 以上の個人又は法人の出資によ

り設立されます（会社法 578）。この出資者のことを「社

員」と呼びます（ここでいう「社員」は、従業員という

意味合いではありません）。そして、出資者である社員は、

原則として、経営者でもあるというのが合同会社の特徴

です（会社法 590）。 
(2) 死亡した社員の出資持分の取扱い 
① 原則 

社員が死亡した場合に、もしその相続人その他の一般

承継人（以下「相続人等」）が当然にその死亡した社員の

地位を承継できるとなると、他の社員にとって望まない

者が新たに社員として加わる可能性がでてきます。そこ

で、会社法上、社員の死亡は法定退社事由とされており、

その地位は、原則として相続人等に承継されることはあ

りません。この場合、その相続人等は、出資持分の払戻

しを受けることになります（会社法 611①）。 
この払戻請求権は、いったん被相続人に帰属した後に、

相続財産として相続人に承継されると解釈されています

（神戸地判平成 4年 12月 25日税務訴訟資料 193号 1189
頁）。すなわち、その払戻金額がその法人の資本金等の額

のうちその死亡した社員の出資持分に対応する部分の金

額を超えるときは、その超える部分の金額は被相続人に

対する配当とみなされ、所得税が源泉徴収されて、被相

続人の所得税の課税対象となった上で、払戻請求権は相

続税の課税対象になると考えられます（所法 25①四）。 
このように出資持分の払戻しを受ける場合の払戻請求

権の相続税評価額は、「退社した社員と持分会社との間の

計算は、退社の時における持分会社の財産の状況に従っ

てしなければならない。」（会社法 611②）とされている

ことから、評価すべき持分会社の課税時期における各資

産を財産評価基本通達の定めにより評価した価額の合計

額から課税時期における各負債の合計額を控除した金額

に、持分を乗じて計算した金額となります（国税庁質疑

応答事例）。 
② 例外 

一方、死亡した社員の地位を相続人等へ承継させたい

という場合もあります。そのような場合には、定款に別

段の定めをしておくことで、社員が死亡して退社したと

しても、その地位を相続人等へ承継させることができま

す。この場合、その相続人等は、出資の払戻しは受けず、

被相続人の出資持分を承継します（会社法 611①）。 
なお、相続人の中でも特定の相続人に社員の地位を承

継させたい場合には、定款において別段の定めをすると

ともに、社員が遺言で特定の相続人に自己の持分の全部

又は一部を承継する旨を定めておく必要があると考えら

れます。                          （宮田 房枝） 

８７３ 

 

2021 年 9 月 13 日 

【Q&A】合同会社の社員が死亡した場合の取扱い 
【Ｑ】合同会社の社員であった父が死亡しました。父

に遺言はありません。相続人は、母と私の 2 人で

あり、母に相続放棄をする予定はありません。 

〔問 1〕父の社員としての地位を私だけが承継するには、

母と私で遺産分割協議をすればよいですか？  

〔問 2〕相続税の計算上、合同会社の出資はどのように

評価しますか？ 


	【Ａ】
	〔問1〕について
	まずは、定款に、社員が死亡した場合の持分の承継に関する定めがないかどうか確認してください。
	① 定款に定めがない場合
	合同会社の社員は死亡によって退社し、その地位は、原則として、相続人へ承継されないため、遺産分割協議の対象とはなりません（会社法607①三）。あなたが社員になりたいのであれば、今回の相続とは関係なく、定款の定めに従って入社の手続をする必要があります。
	② 定款に定めがある場合
	定款に「死亡した社員の相続人がその社員の持分を承継する」旨の定め（以下「別段の定め」）がある場合には、相続人にその地位が承継されます（会社法608①）。しかし、この場合も遺言がないということですので、仮に定款に別段の定めがあったとしても、共同相続人であるお母様とあなたとが相続分に応じてその地位を承継することとなり、遺産分割協議によって、あなたのみを社員にするということはできないと考えられます（青山修『持分会社の登記実務〔補訂版〕』（民事法研究会）121・122頁）。いったんお母様も社員となった上で...
	〔問2〕について
	社員が死亡した場合の地位の承継に関して定款に別段の定めがない場合には、その社員の出資持分は「払戻請求権」として評価します（会社法611①）。
	また、定款に別段の定めがあり、相続人が持分を承継する場合には、「出資」として、取引相場のない株式の評価方法に準じて評価します（財基通178～193、194）。
	【解説】
	(1) 合同会社の社員とは
	合同会社は、1又は2以上の個人又は法人の出資により設立されます（会社法578）。この出資者のことを「社員」と呼びます（ここでいう「社員」は、従業員という意味合いではありません）。そして、出資者である社員は、原則として、経営者でもあるというのが合同会社の特徴です（会社法590）。
	(2) 死亡した社員の出資持分の取扱い
	① 原則
	社員が死亡した場合に、もしその相続人その他の一般承継人（以下「相続人等」）が当然にその死亡した社員の地位を承継できるとなると、他の社員にとって望まない者が新たに社員として加わる可能性がでてきます。そこで、会社法上、社員の死亡は法定退社事由とされており、その地位は、原則として相続人等に承継されることはありません。この場合、その相続人等は、出資持分の払戻しを受けることになります（会社法611①）。
	この払戻請求権は、いったん被相続人に帰属した後に、相続財産として相続人に承継されると解釈されています（神戸地判平成4年12月25日税務訴訟資料193号1189頁）。すなわち、その払戻金額がその法人の資本金等の額のうちその死亡した社員の出資持分に対応する部分の金額を超えるときは、その超える部分の金額は被相続人に対する配当とみなされ、所得税が源泉徴収されて、被相続人の所得税の課税対象となった上で、払戻請求権は相続税の課税対象になると考えられます（所法25①四）。
	このように出資持分の払戻しを受ける場合の払戻請求権の相続税評価額は、「退社した社員と持分会社との間の計算は、退社の時における持分会社の財産の状況に従ってしなければならない。」（会社法611②）とされていることから、評価すべき持分会社の課税時期における各資産を財産評価基本通達の定めにより評価した価額の合計額から課税時期における各負債の合計額を控除した金額に、持分を乗じて計算した金額となります（国税庁質疑応答事例）。
	② 例外
	一方、死亡した社員の地位を相続人等へ承継させたいという場合もあります。そのような場合には、定款に別段の定めをしておくことで、社員が死亡して退社したとしても、その地位を相続人等へ承継させることができます。この場合、その相続人等は、出資の払戻しは受けず、被相続人の出資持分を承継します（会社法611①）。
	なお、相続人の中でも特定の相続人に社員の地位を承継させたい場合には、定款において別段の定めをするとともに、社員が遺言で特定の相続人に自己の持分の全部又は一部を承継する旨を定めておく必要があると考えられます。　　                       　（宮田　房枝）

